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Ｈ20年10月調査 Ｈ21年10月調査 Ｈ22年10月調査

順調に生育

Ｈ21年度漁期の豊漁の後、
Ｈ22年6～8月に取り残し
貝が低塩分や貧酸素により
ほぼ全滅

Ｈ23年7～8月に低塩分や貧酸素
により大量斃死

Ｈ21年級群の取り残し貝と同様に、
Ｈ23年8月までに、立ち枯れとみら
れる斃死によりほぼ全滅

【資料１】近年のタイラギの斃死状況

Ｈ21年10月調査 Ｈ22年10月調査 Ｈ23年10月調査

Ｈ22年10月調査 Ｈ23年10月調査

概ね順調に生育

Ｈ22年度漁期に一定の漁獲
があったものの漁期当初から
立ち枯れとみられる原因不明
の斃死が継続し､Ｈ23年8月
までにほぼ全滅

●

●

●

●

○

（タイラギ生息密度）

≧100個体/100㎡

＜100個体/100㎡

＜ 50個体/100㎡

＜ 10個体/100㎡

確認されず

Ｈ
20

年
級
群

Ｈ
22

年
級
群

Ｈ
21

年
級
群

○ 近年の有明海湾奥部では､高水温､低塩分､貧酸素

といった外的ストレスや産卵などの内的ストレスが

相まって､サルボウの大量斃死が夏季を中心に発生

している。

○ こうした斃死は､平成19～22年では､平成21年

を除いて毎年発生しているが､いずれの年も9月末

までには終息していた。

○ しかし､平成23年については､春先の餌不足や低

水温傾向等が助長したとみられる斃死が10月以降

も継続しており、平成24年以降の漁獲量の大幅な

減少が懸念されている。

直近斃死率
直近斃死率 直近斃死率直近斃死率

【資料２】近年のサルボウの斃死状況

平成24年1月（平均27.5%）

平成22年9月（平均23.9%）平成22年7月（平均20.5%）

平成23年11月（平均19.7%）平成23年9月（平均22.3%）平成23年7月（平均20.4%）

直近斃死率 直近斃死率

※ 直近斃死率（％）：死殻の状態から概ね１週間以内に斃死したと見られる個体の出現率- 34　佐賀県 -



【資料３】粉砕貝殻散布･耕耘の概要

１．造成実績

造成
年度

原地盤
の底質

造成面積
粉砕サルボウ
貝殻の散布厚

耕耘の
有無

① H21 砂質 1ha 10㎝ 有

② H21 泥質 1ha 10㎝ 有

③ H22 泥質
1ha
1ha

5㎝
10㎝

有
有

④ H23 泥質
1ha
1ha

1㎝
1㎝

有
無

２．取組のねらいと主な結果の概要

３．今後の取組

【ねらい】 通常の覆砂で得られる底泥中の硫化物量や有機物量の減少効果等とともに､

付着基質の添加によるタイラギ稚貝の着底促進効果を期待して取組を実施。

【主な結果の概要】

○ 平成21､22年度造成区の調査結果から､泥質の漁場において､粉砕したサルボウ殻

散布･耕耘によるタイラギ稚貝の着底促進効果が大きいこと､散布厚が5㎝でも有効で

あることを確認（下図左）。

○ 泥質のAVS（酸揮発性硫化物量）､COD（化学的酸素要求量）が高い漁場におい

て､サルボウ殻散布･耕耘による底質改善効果を確認（下図中･右）。

（※ 平成23年度造成区については､同年度のタイラギ浮遊幼生の発生量が少なかった

ことなどにより､現時点では､期待した効果の確認が十分には行えていない。）
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サルボウ殻散布･耕耘の効果の一例（平成22年度造成区）

○ 今後の取組については､サルボウ殻散布･耕耘の効果の持続性や費用対効果等を把握

するため､過年度造成区の追跡調査を継続実施するとともに､造成効果を最大限機能さ

せるため､造成漁場への稚貝の移植等についても検討する予定である。
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【資料６】コンポーズ(ノリ合成支柱)による貧酸素緩和効果について

コンポーズ列通過前後（落潮時）の水温成層の変化
○ 平成22年度の水理実験とシミュレーションの結果をもとに､平成23年

度にサルボウ漁場において現地試験を実施した。

○ 7月下旬から9月中旬にかけて計8回､調査範囲ⓐ～ⓒにおけるサルボウ

の生息状況を追跡調査した結果､直近斃死率の最大値は､ⓐが62.5%､ⓑ

が83.3%､ⓒが15.4%であった。

○ また､層別水温をコンポーズ列通過前後で比較した結果､コンポーズ列に

よる物理的撹乱に伴う成層構造の緩和が確認された。

○ 今回の試験により､コンポーズを用いた貧酸素被害軽減策の可能性が示唆

されたことから､平成24年度以降も現地試験を実施する予定であり､その中

で費用対効果等についても検討することとしている。

コンポーズの設置状況

（平面図）

コンポーズは流軸に
対し鉛直方向に70゜
傾けて設置

成層緩和

張潮 落潮

張潮 落潮

△ 通過前

● 通過後

（通過前） △ ● （通過後）

- 62　佐賀県 -



【資料７】タイラギ移植技術開発試験の概要

砂干潟 泥干潟 砂質浅海域 西部産 東部産 手植え ばらまき 実施 実施せず

H21 ○ ○ ○ ○

H22 ○ ○ ○ ○※ ○ ○

H23 ○ ○ ○ ○ ○

※ 砂干潟のみに移植

移植場所 移植稚貝 移植方法
ﾓｶﾞｲ殻混ぜ込みによる
移植漁場改善試験試験

年度

H23砂干潟 （地盤高 約1.0m）

H21,22砂干潟（地盤高 約0.7m）

H23砂質浅海域（水深 約1.0m）

H22泥干潟（地盤高 約1.2m）

１．実施条件

２．実施場所

タイラギ稚貝の移植作業

３．平成21年度の主な試験結果

移植直後の
時化により
散逸したが

残った稚貝に
ついては特に
大きな減耗も

なく推移

砂干潟に移植後の貝柱の
成長は、移植個体を採集
した沖合漁場よりも優れ
ている

※ 移植密度；40個 /㎡

移植した稚貝の生残率や貝柱の成長の推移から､砂干潟への

移植技術については､実用化の可能性が示された。

（なお､モガイ殻の混ぜ込みによる生残率や成長の向上はみられなかった）

４．平成22年度の主な試験結果

9月に再移植

泥干潟の移植稚貝では、夏季

に原因不明の大量斃死が発生

砂干潟への移植技術については、平成

21年度と同様､有効性が示された

５．平成23年度の主な試験結果

（なお､移植稚貝の産地による生残率の差はなし）

※ 移植密度；40個 /㎡

砂干潟での潜砂状況 砂質浅海域での潜砂状況

砂干潟､砂質浅海域とも､放流2日後までには約7割の稚貝が

自力で潜砂しており､ばらまき移植の有効性が確認された

※ 移植密度；60個 /㎡
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【資料８】ガザミ種苗の放流実績と効果について

１．種苗放流実績

２．これまでの追跡調査の結果概要

放流場所

（千尾）

実施年度 放流サイズ 福岡 佐賀 長崎 熊本

平成21年度

C1 － 1,473 － 350 

C3 100 － 300 653 

C5 － 240 36 －

平成22年度

C1 － 1,550 － 595 

C3 489 － 300 634 

C5 － 242 44 －

平成23年度

C1 － 3,020 － 548 

C3 438 803 300 505 

C5 － － 32 －

※ すべてDNA標識種苗

漁獲県
放 流 県

福岡 佐賀 長崎 熊本

福岡 27% 12% 41% 21%

佐賀 11% 46% 36% 7%

長崎 8% 69% 23% 0%

熊本 5% 15% 54% 26%

漁獲県 分析検体数
放流種苗の混入率（％）

C1 C3 C5 計

福岡 608 1.3 9.4 2.1 12.8 

佐賀 1,288 1.8 2.5 1.5 5.7 

長崎 641 0.2 0.5 1.4 2.0 

熊本 2,772 0.6 3.0 1.2 4.5 

計 5,309 － － － －

○ 平成21､22年度に､4県合計で5,309検

体の漁獲ガザミのDNA分析を実施した。

○ その結果､放流種苗の漁獲物への混入に

ついては､C3種苗が多い傾向がみられた。

○ このことから､ガザミ種苗の放流効果の

向上には､必ずしもC5までの大型化は必要

ない可能性が示唆された。

○ 4県とも､概ね､自県が放流した種苗だけ

でなく､他県の放流種苗も漁獲しているこ

とが明らかとなった。

○ また､福岡､佐賀､熊本の３県では､長崎地

先の放流種苗がよく漁獲されていた。

○ 以上のことから､有明海におけるガザミ

種苗放流では､集中放流が有効であること

が示唆された。

３．今後の取組

○ 共同放流体制の構築に向け､引き続き､4県連携のもとでガザミ種苗の大量放流を実施し､漁獲量の

増大を図りながら､効率的かつ効果的な放流方法（放流サイズ､放流時期､放流場所等）や費用対効果

について検討する予定である。

- 64　佐賀県 -



- 65　佐賀県 -

seadmin
抜粋



- 66　佐賀県 -



- 67　佐賀県 -



- 68　佐賀県 -



- 69　佐賀県 -



- 70　佐賀県 -



- 71　佐賀県 -



- 72　佐賀県 -



- 73　佐賀県 -



- 74　佐賀県 -



- 75　佐賀県 -



- 76　佐賀県 -



- 77　佐賀県 -



- 78　佐賀県 -



- 79　佐賀県 -



- 80　佐賀県 -


